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Ⅰ．令和２年度月形町財務書類の公表について

２．連結対象とした会計の範囲
（１）一般会計等（１会計）
一般会計
（２）全体会計（５会計）
①国民健康保険特別会計
②農業集落排水事業特別会計
③介護保険事業特別会計
④後期高齢者医療特別会計
⑤病院事業会計
（３）連結会計（７会計）
①月新水道事業団上水道事業会計
②月形町振興公社
③南空知ふるさと市町村圏組合
④空知教育センター組合
⑤石狩川流域下水道組合
⑥北海道後期高齢者医療広域連合
⑦北海道市町村備荒資金組合

全体会計とは、一般会計等に特別会計を含めたもので、連結会計とは、全体会計に外郭団体を
含めたものです。

１．平成26年4月30日に財務書類の作成方法の統一化のための「今後の新地方公会計の推進に
関する研究会報告書」が取りまとめられ、平成27年1月23日に「統一的な基準による地方公会計
マニュアル」が取りまとめられました。本町では、「統一的な基準」により財務書類を作成すること
により、団体間の比較可能性が確保され、将来的には決算分析や予算編成への活用を考えて
おります。



Ⅱ．令和２年度財務書類
１．貸借対照表（要約）
金額単位：千円

金額
構成
比率

金額
構成
比率

金額
構成
比率

資産の部
１．固定資産 16,431,375  95.2% 17,688,084     94.1% 18,708,127   92.9%
（１）有形固定資産 12,799,322  74.2% 14,411,969     76.6% 14,882,276   73.9%
事業用資産 7,284,605   42.2% 8,093,908       43.0% 8,093,908     40.2%
インフラ資産 4,775,275   27.7% 5,468,153       29.1% 5,860,959     29.1%
物品 739,443      4.3% 849,907         4.5% 927,409       4.6%

（２）無形固定資産 12,273       0.1% 12,273           0.1% 12,646        0.1%
（３）投資その他の資産 3,619,779   21.0% 3,263,842       17.4% 3,813,205     18.9%
投資及び出資金 1,771,118   10.3% 602,861         3.2% 595,326       3.0%
投資損失引当金 -762,706    -4.4% -                  0.0% -                0.0%
長期延滞債権 7,773         0.0% 19,818           0.1% 19,973        0.1%
基金 2,604,922   15.1% 2,643,501       14.1% 3,200,189     15.9%
徴収不能引当金 -1,329       0.0% -2,337           0.0% -2,343        0.0%
その他 -               0.0% -                  0.0% 60              0.0%

２．流動資産 824,394      4.8% 1,114,876       5.9% 1,438,475     7.1%
現金預金 92,367       0.5% 180,618         1.0% 477,224       2.4%
未収金 2,680         0.0% 95,065           0.5% 107,510       0.5%
財政調整基金等 729,346      4.2% 835,133         4.4% 835,520       4.1%
徴収不能引当金 -               0.0% -50               0.0% -369           0.0%
その他 -               0.0% 4,110            0.0% 18,589        0.1%

資産の部合計 17,255,768  100.0% 18,802,960     100.0% 20,146,602   100.0%
負債の部

１．固定負債 3,676,935   21.3% 4,170,081       22.2% 4,282,371 21.3%
地方債等 3,544,184   20.5% 3,933,048       20.9% 4,012,985 19.9%
長期未払金 29,370       0.2% 29,370           0.2% 29,370 0.1%
退職手当引当金 103,381      0.6% 103,381         0.5% 103,581 0.5%
その他 -               0.0% 104,281         0.6% 136,435 0.7%

２．流動負債 466,480      2.7% 593,274         3.2% 610,884 3.0%
１年内償還予定地方債等 404,235      2.3% 485,523         2.6% 489,504 2.4%
未払金 9,811         0.1% 36,718           0.2% 47,664 0.2%
その他 52,433       0.3% 71,033           0.4% 73,716 0.4%

負債の部合計 4,143,415   24.0% 4,763,354       25.3% 4,893,255 24.3%
純資産の部

13,112,354  76.0% 14,039,605     74.7% 15,253,347 75.7%
純資産の部合計 13,112,354  76.0% 14,039,605     74.7% 15,253,347 75.7%

負債・純資産の部合計 17,255,768  100.0% 18,802,960     100.0% 20,146,602 100.0%

（１）項目の説明
①貸借対照表

②事業用資産（有形固定資産） 庁舎や学校などの有形固定資産
③インフラ資産（有形固定資産） 道路や河川などの社会基盤となる資産
④無形固定資産 ソフトウエア等無形の資産
⑤投資及び出資金（投資その他
の資産）

運用目的の有価証券や出資金等の資産

⑦基金（投資その他の資産） 特定目的のために積立した資産
長期延滞債権のうち徴収不能見積額

税収等の未収金や貸付金などのうち回収期限到来後１年以上経過
したもの

⑥長期延滞債権（投資その他の
資産）

⑧徴収不能引当金（投資その他
の資産）

項目
一般会計等 全体会計 連結会計

令和3年3月31日現在に保有する資産、負債、純資産を表示したもの
で、地方自治体が、住民サービスを提供するために保有している資
産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかに
ついて、概括的に示している。



⑨現金預金（流動資産） 現金預金（歳計外預金を含む。）
⑩未収金（流動資産）

⑪財政調整基金等（流動資産） 財政調整基金及び１年以内に地方債の償還に充てられる減債基金
⑫徴収不能引当金（流動資産） 未収金のうち徴収不能見積額
⑬地方債（固定負債） 地方債・借入金残高のうち１年内償還予定額を差し引いたもの
⑭退職手当引当金（固定負債） 将来の退職者に対して給付すべき退職金の見積額

地方債・借入金残高のうち１年内償還予定額

⑯未払金（流動負債） 財貨・役務の提供を受けたが支払いが済んでいないもの
⑰純資産 これまでの世代が負担して蓄積された資産

（２）概要

⑮１年内償還予定地方債等（流動
負債）

①総資産：一般会計等では172.6億円、全体会計では188.0億円、連結会計では201.5億円の資産を形成
している。
②総負債：一般会計等では41.4億円、全体会計では47.6億円、連結会計では48.9億円については、将来
の世代が負担する。
③純資産：一般会計等では131.1億円、全体会計では140.4億円、連結会計では152.5億円については、
現在までの世代が負担済みである。

税収等や使用料手数料のうち回収期限到来後１年を経過していない
もの



２．行政コスト計算書（要約）
金額単位：千円

項目 一般会計等 全体会計 連結会計
１．経常費用計（行政コスト総額） 4,418,978           5,653,593           6,410,549
（１）業務費用 2,719,916           3,448,465           3,597,734

人件費 617,799              974,092              1,043,210
物件費等 2,085,857           2,423,409           2,492,723
その他の業務費用 16,260               50,964               61,801

（２）移転費用 1,699,062           2,205,129           2,812,816
２．経常収益 260,253              704,044              889,571
３．臨時損失 763,449              25,493               48,552
４．臨時利益 2,358                 15,382               15,383

純行政コスト 4,919,815           4,956,660           5,554,148

（１）項目の説明
①行政コスト計算書

②人件費（経常費用） 職員給与、退職給付費用など
③物件費等（経常費用） 備品、消耗品、委託費、修繕維持費、減価償却費など
④その他の業務費用（経常費用） 地方債等の支払利息、徴収不能引当金繰入額など
⑤経常費用（移転費用） 補助金、社会保障費など
⑥経常収益 使用料、手数料、財産売払収入など
⑦臨時損失 災害復旧費、資産の除売却損など
⑧臨時収益 資産の売却益など
⑨純行政コスト 行政コスト総額に経常収益と臨時損益を加減したもの

（２）概要

③純行政コスト：一般会計では49.2億円、全体会計では49.6億円、連結会計では55.5億円と
なっている。この赤字分は、一般財源及び国・県等補助金で賄っている。

①行政コスト総額：一般会計では44.2億円、全体会計では56.5億円、連結会計では64.1億円と
なっている。
②経常収益：一般会計では2.6億円、全体会計では7.0億円、連結会計では8.9億円となってい
る。

１年間の行政運営コストのうち、資産形成に結びつかない
行政サービスに要したものを人件費、物件費、その他の
業務費用、移転費用に区分表示している。



３．純資産変動計算書（要約）
金額単位：千円

項目 一般会計等 全体会計 連結会計
１．前年度末純資産残高 12,520,567          13,836,082            15,047,485
２．純行政コスト -4,919,815          -4,956,660            -5,554,148
３．財源 4,395,263            5,184,204             5,798,962
税収等 2,928,650            3,382,343             3,930,959
国県等補助金 1,466,613            1,801,861             1,868,003

４．本年度差額 -524,553            227,544                244,814
５．資産評価差額 -                       -                         -
６．無償所管換等 -5,355                -5,355                 -5,355
７．比例連結割合変更に伴う差額 -                       -                         21,693
８．その他 1,121,694            -18,665                -55,289
９．本年度純資産変動額 591,786              203,524                205,863
１０．本年度末純資産残高 13,112,354          14,039,605            15,253,347

（１）項目の説明
①純資産変動計算書

②税収等（財源） 交付金など
③国県等補助金（財源） 国や都道府県からの補助金収入
④本年度差額 純行政コストに財源を加えたもの
⑤資産評価差額 有価証券等の評価差額など
⑥無償所管替等 無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など
⑦本年度純資産変動額

⑧本年度末純資産残高 前年度純資産残高に本年度純資産変動額を加えたもの

（２）概要

②財源：一般会計では44.0億円、全体会計では51.8億円、連結会計では58.0億円となっている。
③本年度差額：一般会計ではマイナス5.2億円、全体会計では2.3億円、連結会計では2.4億円と
なっている。
④本年度純資産変動額：一般会計では5.9億円、全体会計では2.0億円、連結会計では2.1億円と
なっている。
⑤本年度末純資産残高：一般会計では131.1億円、全体会計では140.4億円、連結会計では152.5
億円となっている。

純資産が年度中にどのように増減したかを、財源、資産評価
差額、無償所管替等、その他に区分して表示したもの。

本年度差額に資産評価差額、無償所管替等、その他を加え
たもの

①純行政コスト：一般会計では49.2億円、全体会計では49.6億円、連結会計では55.5億円となって
いる。この赤字分は、一般財源及び国・県等補助金で賄っている。



４．資金収支計算書（要約）
金額単位：千円

項目 一般会計等 全体会計 連結会計
１．業務活動収支 567,600               635,012                715,728
業務支出 3,616,400             4,809,376              5,543,705
業務収入 3,623,736             4,884,121              5,699,165
臨時支出 -                        13,022                 13,022
臨時収入 560,265               573,288                573,288

２．投資活動収支 -870,543             -884,187              -925,846
投資活動支出 1,458,229             1,528,064              1,703,764
投資活動収入 587,686               643,877                777,918

３．財務活動収支 324,069               301,851                279,923
財務活動支出 411,595               495,908                532,837
財務活動収入 735,664               797,759                812,759

４．本年度資金収支額 21,126                52,677                 69,805
５．前年度末資金残高 60,696                117,397                396,624
６．比例連結割合変更に伴う差額 -                        -                         471
７．本年度末資金残高 81,822                170,074                466,899

８．本年度末歳計外現金残高 10,544                10,544                 10,325
９．本年度末現金預金残高 92,367                180,618                477,224

（１）項目の説明
①資金収支計算書

②業務支出（業務活動収支）

③業務収入（業務活動収支）

④臨時支出（業務活動収支）

⑤臨時収入（業務活動収支）

⑥投資活動支出（投資活動収支）

⑦投資活動収入（投資活動収支）

⑧財務活動支出（財務活動収支） 地方債などの償還支出
⑨財務活動収入（財務活動収支） 地方債などの発行収入

（２）概要

④本年度資金収支差額：一般会計では0.2億円、全体会計では0.5億円、連結会計では0.7億円と
なっている。
⑤本年度末資金残高：一般会計で0.8億円、全体会計では1.7億円、連結会計では4.7億円となって
いる。

行政サービスを実施するうえで、臨時的に支出されるもの（災
害復旧事業費など）
行政サービスを実施するうえで、臨時的に収入されるもの（資
産売却収入など）
公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの
金融資産形成に支出したもの
公共施設などの資産形成の財源に充てられた補助金収入、
土地などの固定資産の売却収入など

①業務活動収支：一般会計では5.7億円、全体会計では6.4億円、連結会計では7.2億円となってい
る。

１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務
活動収支に区分して表示したもの。
行政サービスを実施するうえで、毎年度継続的に支出される
もの（人件費、物件費、補助金、社会保障給付など）
行政サービスを実施するうえで、毎年度継続的に収入される
もの（税収等、国県等補助金、使用料及び手数料など）

②投資活動収支：一般会計ではマイナス8.7億円、全体会計ではマイナス8.8億円、連結会計ではマ
イナス9.3億円となっている。
③財務活動収支：一般会計では3.2億円、全体会計では3.0億円、連結会計では2.8億円となってい
る。



５．比率分析

分析比率名 計算式 一般会計等 全体会計 連結会計
純資産比率（％） 純資産総額/資産総額 76.0% 74.7% 75.7%
社会資本形成の世代間比率（％） 地方債等/有形固定資産 30.8% 30.7% 30.3%
有形固定資産減価償却率（％） 減価償却累計額/取得価額 73.1% 72.1% 71.9%
歳入額対資産比率（年） 資産総額/歳入総額 3.1 2.7 2.4
地方債の償還年数（年） 地方債等/業務活動収支 7.0 7.0 6.3
受益者負担の割合（％） 経常収益/経常費用 5.9% 12.5% 13.9%
行政コスト対財源比率（％） 純経常行政コスト/財源 94.6% 95.5% 95.2%

（１）分析比率の説明
①純資産比率

②社会資本形成の世代間比率

③有形固定資産減価償却率

④歳入額対資産比率

⑤地方債の償還年数

⑥受益者負担の割合 行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表す。
⑦行政コスト対財源比率

（２）概要
①純資産比率

②社会資本形成の世代間比率

③有形固定資産減価償却率

④歳入額対資産比率

⑤地方債の償還年数

⑥受益者負担の割合

⑦行政コスト対財源比率 一般会計等が94.6%、全体会計が95.5％、連結会計が95.2%であ
る。

一般会計等が30.8%、全体会計が30.7％、連結会計が30.3%であ
る。

一般会計等が7.0年、全体会計が7.0年、連結会計が6.3年であ
る。
一般会計等が5.9%、全体会計が12.5％、連結会計が13.9%であ
る。

これまでに形成されたストックとしての資産が歳入の何年分に
相当するかを表すもので、資産形成の度合いが分かる。

有形固定資産の耐用年数に対して、資産の取得からどの程度
経過しているのかを意味する。

純資産のうち負債が占める割合を意味する。この比率が低いほ
ど財政状況が健全である。

総資産のうち返済（支払）義務のない純資産が占める割合を意
味する。この比率が高いほど財政状況が健全である。

一般会計等が3.1年、全体会計が2.7年、連結会計が2.4年であ
る。

一般会計等が76.0%、全体会計が74.7％、連結会計が75.7%であ
る。

一般会計等が73.1%、全体会計が72.1％、連結会計が71.9%であ
る。

純経常行政コスト（経常費用－経常収益）に対する財源の比率
であり、当該比率が100％を上回る状況とは、経常的な行政コス
トを町税収入等で賄えない状況を意味する。

社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産と物
品を地方債等によってどのくらい調達したかを意味する。この比
率が高いほど将来の世代が負担する割合が高い。


